
提案様式及び記載要領

（１）各様式は、あくまで記入の際の原則を定めたものです。従って、実際に記入を行う際には、概念図を添付したり、適宜スペースを補うことで、事業実施希望内容や申請　者の実態等について、解りやすい資料となるよう留意して下さい。
（２）提出いただく資料の種類は以下のとおりですが、すべての資料が必須ではありませんので、ご注意下さい。
・中小企業ＩＴ経営革新支援事業提案書　　　（様式１）
・事業実施体制　　　　　　　　　　　　　　（様式２）
　　　・事業計画書　　　　　　　　　　　　　　　（様式３）
　　　・経費内訳表　　　　　　　　　　　　　　　（様式４）

・事業管理者の概要　　　　　　　　　　　　（様式５）

・開発担当者の概要　　　　　　　　　　　　（様式６）

・株主一覧表　　　　　　　　　　　　　　　（様式７）※１

・経営計画・設備投資計画　　　　　　　　　（様式８）
・類似計画等状況説明書　　　　　　　　　　（様式９）※２
・添付書類
　　　　 　　　　　　※１ コンソーシアムの場合にのみ提出してください。
　　　　　　　　 　　※２ 該当する事業がある場合にのみ提出してください。
（３）提出書類のページ数は、決算関係書類等の添付書類を除いて、事業計画書全体で日本工業規格Ａ４版２０枚以内（様式７を除く）として下さい。
  　　
　

【様式１】


中小企業ＩＴ経営革新支援事業提案書
○○○○○局長　殿
中小企業ＩＴ経営革新支援事業について以下のとおり提案します。

１．テーマ名
	※実施を希望するテーマの内容を的確かつ具体的に表現した、簡潔でわかりやすい名称を記載して下さい（５０字以内）。




２．事業の概要

	※事業の概要について簡潔に記載して下さい（２００字以内）。




３．提案者

	【共同体】　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　※詳細は様式２に記載。
名称：
　　設立年月日：

　　構成員数：　　　　　

	【事業管理者】　　　　　　　　　　　　　　　　　※詳細は様式５に記載。
名称：

住所：

代表者役職・氏名：

　　

	連絡担当者

所属役職・氏名：
　　　Tel：　　　　　　　　Fax：

　　　E-mail：




　　※団体等の場合、構成員数には会員数、事業管理者には事務局を記載して下さい。
【様式２】

事業実施体制
１．共同体の設立経緯及び活動状況
	


２．共同体の構成員（事業管理者は除く）
	名称
	資本金

（千円）
	従業員数

（団体の場合は会員数）
	業種分野

（団体の場合は会員の主な業種）
	共同体内での役割
	中小企業

チェック

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※２－(1)－③－(ｱ)、(ｲ)の規定に該当する中小企業については、中小企業のチェック欄に「○」を記載して下さい。
※すべての構成員について記載して下さい。（共同体が団体等の場合は、事業の推進に携わり何らかの経費の発生するすべての会員について記載して下さい。）
３．開発担当者
	【企業名等】

	【住所又は所在地】

Tel：　　　　　　　　Fax：　　　　　　　E-Mail：

	【担当する内容】

	【選定理由・方法】

	【活用期間】


	【共同体への参加】


※共同体の事業管理者又は構成員が担当する場合には、「共同体への参加」欄にそのどちらかを記載して下さい。
※複数活用する場合は、枠を増やして全ての開発者について記載して下さい。

※企業概要については様式６で別途記載して頂きます。
４．アドバイザー

	【種別】
	【氏名等】

	【住所又は所在地】

Tel：　　　　　　　　Fax：　　　　　　　E-Mail：

	【助言を受ける内容】

	【選定理由・方法】

	【活用期間】


	【共同体への参加】


※「種別」欄には、ＩＴコーディネーター、中小企業診断士等を記載して下さい。

※共同体の事業管理者又は構成員が担当する場合には、「共同体への参加」欄にそのどちらかを記載して下さい。
※複数活用する場合は、枠を増やして全てのアドバイザーについて記載して下さい。
　　
５．事業体制図
	※事業管理責任者、開発責任者、評価・検証責任者又は経理責任者等、実施体制を具体的に記載して下さい。


　　【様式３】

事業計画書
１．事業目的

	※現状抱える問題点・課題等の事業背景、また開発したシステムをどのように活用するか具体的に記載して下さい。

※期待される経営革新及び波及効果については「４．期待される効果」で別途記載して頂きますので、ここで記載する必要はありません。




２．事業内容

	※システムの全体像が分かる概念図等を記載して下さい。

※従来と違ったビジネスシステムの構築手法やＩＴの利用方法等があれば、具体的に記載して下さい。
※中小企業の利活用に特に配慮した点があれば、具体的に記載して下さい。

（１）システム開発

※全体のシステムを構成する個別システム毎に、その内容（目的、機能及び開発方法等）を具体的に記載して下さい。

（２）評価・検証

※評価・検証を行う項目毎に、その方法や基準等を具体的に記載して下さい。




３．スケジュール
	※線表等を用いて「２．事業内容」で記載した項目に対応させて、事業実施スケジュールを具体的に記載して下さい。
※事業期間を記載して下さい。

　【開始予定】契約締結日

【完了予定日】平成　年　月　日


４．事業成果の活用計画及び体制

	※事業実施年度の翌年から３年間の事業成果の活用計画および体制について、運用コスト等の経費の見込みおよびその資金調達も含めて、具体的に記載してください。



５．期待される効果

	（１）経営革新効果
※様式８に記載のうえ、事業成果導入により期待される生産性向上、業務の効率化、経費削減等について、導入初年度及び導入３年後の年度の期待される効果について具体的に記載して下さい。

（２）波及効果

　　　※事業成果導入により期待される新たな事業の創出、販路拡大等の効果について具体的に記載して下さい。




６．事業成果の普及計画及び体制

	（１）提案者による普及

※本事業の提案者が、事業成果を共同体の構成員及びそれ以外に普及させるための計画および体制について、具体的に記載して下さい.
（２）開発担当者による普及
　　　※様式２の「開発担当者」が自社製品として、一般の中小企業等に普及させるための計画について、具体的に記載して下さい。



【様式４】
経費内訳表
	　　　　　　　　　　

※ここにある項目は、例示です。　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）※千円未満は切り捨て

	項目
	経費
	積算根拠

	ａ．人件費
	○○○，○○○
	

	　(ｱ)開発員費

　(ｲ)管理員費

　 
	○○，○○○

○○，○○○


	

	ｂ．事業費
	○○○，○○○
	

	　(ｱ)旅費

　(ｲ)会場費

　(ｳ)謝金

　(ｴ)設備費

　(ｵ)物品購入費

　(ｶ)外注費

　(ｷ)特許関連経費

　(ｸ)補助員雇上費

　(ｹ)その他特別費


	○○，○○○

○○，○○○

○○，○○○

○○，○○○

○○，○○○

○○，○○○

○○，○○○

○○，○○○

○○，○○○
	

	ｃ．一般管理費
	○○○，○○○
	

	小　計
	○○○，○○○
	

	ｄ．消費税及び地方消費税
	○○○，○○○
	

	合　計
	○○○，○○○
	


※一般管理費＝（人件費＋（事業費－外注費))×一般管理費率(10％を上限とする)
【様式５】

事業管理者の概要
	名　　称
	　

　
	連絡先


	Tel：

Fax：

E-mail：

	本社所在地
	〒


	代　表　者

役職・氏名
	

	
	
	主な出資者

（出資比率） 
※出資比率の高いものから記載

※大企業は【　】に◎を記載
	【　】

【◎】

【　】

【　】


	○○○県（60％）

（株）▽□○（20％）
（株）□○○（10％）

○○□(株) （10％）
※出資比率順に上位４者（５番目以降の出資者は“ほか○社”と）を記載してください。いわゆる３セク（自治体からの出資等がある）の場合は比率順に関係なく全ての自治体について記載。

	主な事業所

とその所在

都道府県名称

	○○支社　（○○県）

□○工場　（○○県）

▼▽研究所（○○府）

	
	
	

	資  本  金
	百万円
	
	
	

	  従業員数

	 人
	
	
	

	 設 立 年 月 日
	年    月　　日　
	主な事業

の業種名
	※日本標準産業分類に基づく、製造業その他／卸売業／小売業／サービス業の別

	参加団体
	＊＊＊学会

・・・協会　など  

 (主要5ヶ所以内を記載)　　　 


	
	

	
	
	主な製品・

サービス等

	

	参加研究会
	＊＊＊研究会

・・・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ　など

 (主要5件以内を記載)
	
	

	過去３年間の官公庁からの委託事業又は補助事業実績
	※年度、事業名、金額、機関名について記載


財務状況（直近２期分の実績を記載）　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

	                                        　　　　　           
	/
	/

	①売上高　(当期収入合計額)
	
	

	②経常利益
(当期収入合計額-当期支出合計額)
	
	

	③当期利益
	
	

	　減価償却費


	
	

	  繰越利益 (次期繰越し収支差額)
	
	

	  研究開発費
	
	


※財団法人等、損益科目が上記科目に該当しない法人は、（　）内の数字を記載してください。

【様式６】

開発担当者の概要
	名　　称
	　

　
	連絡先


	Tel：

Fax：

E-mail：

	本社所在地
	〒


	代　表　者

役職・氏名
	

	
	
	主な出資者

（出資比率） 
※出資比率の高いものから記載

※大企業は【　】に◎を記載
	【　】

【◎】

【　】

【　】


	○○○県（60％）

（株）▽□○（20％）
（株）□○○（10％）

○○□(株) （10％）
※出資比率順に上位４者（５番目以降の出資者は“ほか○社”と）を記載してください。いわゆる３セク（自治体からの出資等がある）の場合は比率順に関係なく全ての自治体について記載。

	主な事業所

とその所在

都道府県名称
	○○支社　（○○県）

□○工場　（○○県）

△▽研究所（○○府）
	
	
	

	資  本  金
	百万円
	
	
	

	  従業員数

	 人
	
	
	

	 設 立 年 月 日
	年    月　　日　
	主な事業

の業種名
	※日本標準産業分類に基づく、製造業その他／卸売業／小売業／サービス業の別

	主な製品・
サービス等
と対象業種
	
	
	

	
	
	主な営業活動地域
	

	過去３年間の官公庁からの委託事業又は補助事業実績
	※年度、事業名、金額、機関名について記載


財務状況（直近２期分の実績を記載）　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

	                                        　　　　　           
	/
	/

	①売上高　(当期収入合計額)
	
	

	②経常利益
(当期収入合計額-当期支出合計額)
	
	

	③当期利益
	
	

	　減価償却費


	
	

	  繰越利益 (次期繰越し収支差額)
	
	

	  研究開発費
	
	


※財団法人等、損益科目が上記科目に該当しない法人は、（　）内の数字を記載してください。

【様式７】
株主一覧表

（平成　年　月　日現在）
全ての構成員企業について、企業ごとに記入してください。
企業名　　　　　　　　　　　　　
　（株主等）              
	株 主 名
出資者名
	住　　　所
	持 株 数
出資価額
	比　 率
	備   考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


  　※株主、出資者が法人の場合は、備考欄にその法人の資本金、従業員数、主たる業種を記入してください。
    ※特定ベンチャーキャピタル（ベンチャー財団と基本約定書を締結したベンチャーキャピタル）が投資した場合は備考欄に記入してください。
　（役　員）
	役　員　名
	氏　　名
	住　　　所
	備　　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　　※他社の役員又は職員を兼務している場合は、備考欄にその会社名、資本金、従業員数及びその会社での役職名を記入してください。
【様式８】

経営計画・設備投資計画
以下の表を作成し、付加価値額、営業利益等を算出してください。
企業名：　　　　　　　　　　　　　　
経営計画・設備投資計画                                            　（単位：千円） 

	 経
 営
 計
 画
	科　目　等
 
	    実　績
	 　　　　　　　計　　画

	
	
	   直近年度
	事業成果導入初年度
　（平成２１年度）
	事業成果導入３年度
 （平成２３年度）

	
	 売上高
	
	
	

	
	   売上原価
	
	
	

	
	 　一般管理費
	
	
	

	
	 営業利益
	
	
	

	
	 人件費
	
	
	

	
	 従業員数
	
	
	

	
	 減価償却費
	
	
	

	
	 付加価値額
	
	
	


事業実施年度（平成２０年度）の設備投資計画                      　　（単位：千円）  

	 設  備
 投  資
 計  画
	設備投資額（平成２０年度）
	

	
	 資  金  調  達
	政府系金融機関借入
	

	
	
	民間金融機関借入
	

	
	
	自己資金
	

	
	
	その他
	

	
	     合　　計
	

	
	  　　設備投資の内容
	単　 価
	数    量
	金    額

	 １
	
	
	
	

	 ２
	
	
	
	

	 ３
	
	
	
	

	 ４
	
	
	
	

	 ５
	
	
	
	

	                           合　　　　　計
	


【記入上の注意】
１．本事業の成果を導入予定の共同体構成員の中から企業規模、経営状況等において平均的であると思われる企業を１社抽出し、その数値を記入してください。
２．実績値については、直近の決算書から金額を確認し、記入してください。
３．計画値については、過去の実績に本事業実施による成果を加味した予想値を記入してください。
４．営業利益の計算式　　営業利益＝売上高－売上原価－一般管理費
５．付加価値額の計算式　付加価値額＝営業利益＋人件費＋減価償却費
６．設備投資額は本事業の成果導入のための設備投資額を記入してください。

【様式９】

類似計画等状況説明書

	事業名称
	例：中小企業戦略的ＩＴ化促進事業費

	事業主体

（関係省庁等）
	例：○○経済産業局（経済産業省）

	テーマ名


	

	事業実施者名
	※コンソーシアムの場合はコンソーシアム名を記載



	参加企業名
	※コンソーシアム、組合等のメンバーとして参加している企業名等を記載



	事業費
	千円

	研究期間
	例：平成１８年度

	事業内容
	

	その他
	※本事業を含め、経済産業省その他の省庁等（各々に関連した特殊法人等の外郭機関を含む）による研究開発制度・事業において、実施済み又は実施中若しくは申請中及び申請予定とされているもののうち、本提案内容と類似した開発内容（同一事業実施者の関与又は同一の技術シーズを用いるなど）と思われるもの又はその恐れがあるものについては、当該案件ごとに双方の事業内容等につき、それぞれの相違点について本様式により簡潔に説明してください。







※この欄は局で記入します。














































































































































































































受付番号：
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